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A STUDY ON THE SUSTAINABILITY EVALUATION BY SUSTAINABILITY INDICATORS, ON THE 
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This study evaluated the sustainability with reference to the sustainability indicators of World 
Tourism Organization. In addition, we made a selection of the target area and the selection of 
appropriate data to investigate organized and tourism statistics. We have evaluated the sustainability 
target as tourist destinations in Nagano Prefecture, using a total of 35, which is calculated from the 
collection and management aspects of social, economic and environmental. Also, we analyzed the use 
and conservation of tourism resources in historical city planning law and activation method for the 
central city. In consequence, we gained knowledge that will lead to the sustainability of tourism. 
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１． 研究背景と目的 
近年，観光とまちづくりを融合した「観光まちづくり」
という地域活性化手法が注目されている．とりわけ地方
中小都市においては，中心市街地の衰退や都市機能の郊
外化等の問題が進んでいる中で，観光客の来訪による地
域経済の活性化が注目されている．しかし，観光まちづ
くりにおいて，観光資源の持続可能性が指摘されている．
例えば，自然景観，歴史・文化観光資源については，そ
の保全と活用が問題となっている．我が国のみならず，
世界規模で観光地の保護のための法整備・団体の活動整
備が不十分であり，喫緊の問題である． 
そのような状況下の中，2004 年に世界観光機関(WTO: 
World Tourism Organization)が発行した報告書 1)が，観光地
の持続可能性を評価する手法として持続可能性指標(SI: 
Sustainability Indicators)を用いたモニタリング手法を提唱
している．本指標は社会・経済・環境・管理等の側面か
ら指標を作成しており，全指標で 700 を超える．しかし，
本指標はあらゆる観光地に対応した指標を網羅的に掲載
しており，発展途上国を考慮した指標も見受けられる．
さらに，ケーススタディとして様々な国・地域(1)で持続可
能性評価を行っているが，我が国での事例は存在しない．
そのため，WTO の評価を行う際には，既存資料 1)の持続
可能性指標を参考にしながら，我が国の観光課題及び指
標を選択・開発する等多くの検討が必要である． 
また WTO が作成した持続可能性指標 1)には観光地の
入込客数や経済効果等の指標が存在している．我が国で
は，民間・自治体が調査している様々な観光統計のデー
タを有しているが，自治体が調査している観光統計につ
いては調査方法や観光地の定義等が従来まで統一されて
おらず単純比較が難しい現状にある．持続可能性指標に
おけるデータの収集の際には，観光統計に関するデータ
を整理・調査する必要がある． 
一方，まちづくり施策に関しては 2006 年に中心市街地
活性化基本法(以下:中活法)，2008 年に歴史的・文化的な
建物及び街並み保全促進を目的とした歴史まちづくり法
(以下：歴まち法)などが施行された．中活法は自治体が指
定した中心市街地内において，活性化のための指標が設
定されているが，中心市街地区域の観光系施設の入込客
数の増加等，観光に関連した達成目標が存在する．また
歴まち法は，歴史的・文化的な「街並み」自体を保護し，
観光まちづくりへ寄与するための支援を行う法律である．
本法でも認定計画として多くの都市が認定を受けており，
歴史・文化に関する観光資源の保全・活用に関する事業
が行われている．しかし，両法に基づく計画等，持続可
能な観光及び地域活性化のための法律・施策は整いつつ
あるが，施策評価を定量的指標に基づき分析を行った研
究は少ない． 
そこで本研究では，以下の 3 つを研究目的とする． 
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①WTO の既存資料を参考にしつつ，持続可能性指標を
選定・開発し持続可能性の評価を行う事により，我が国
の観光地の持続可能性における基礎的な知見を得る． 
②観光地単位での我が国の観光統計を整理・調査し，
データの特徴や留意点等を抽出する事により持続可能性
指標の選択・開発に寄与する知見を得る． 
③中活法，歴まち法の現状を明らかにするとともに，
観光資源に関する達成目標及び事業を分析する事により，
まちづくり施策における観光資源の活用・保全の実態と
影響を把握し，観光地の持続可能性に繋がる知見を得る． 
 
２． 既往研究のレビューと本研究の位置づけ 
観光の持続可能性の研究については，二神 2)が WTO の
既存資料 1)に関する分析を行っており，ケーススタディと
して多くの持続可能性評価事例を載せているが，指標の
選定方法やデータ出典が不明瞭な点が存在し，妥当性が
判断できないと言及している．本研究では，既存の資料
を参考にしつつ，持続可能性指標を我が国の観光地で適
用し，持続可能性評価を行う点で新規性があると言える． 
観光統計の調査に関する資料としては， 味水ら 3) が
集計区分別・統計項目別に観光統計の現状を調査してい
る．また，国土交通省 4)が日本人・外国人別，統計項目別
で整理したものが挙げられるが，具体的な統計項目がど
この観光地及び地域で収集されているか明らかにされて
いない．本研究では観光地単位の統計に着目し，統計項
目及び統計が存在する観光地の詳細を明らかにする． 
中活法の研究については，伊藤ら 5)は中活計画について，
各自治体が設定した達成目標について，指標間の達成状
況の関係性を相関分析により評価を行っている．しかし
これらは平成 22年次のフォローアップデータのみを用い
ており，また相関分析も限定された指標で行っており，
観光資源に関する指標の詳細な分析は行っていない．外
村ら 6)は都道府県観光統計を用いて都市を類型化し，中心
市街地の分析と中活法基本計画を関連付けて観光都市と
の関係を分析した．しかし，観光資源に着目した中活計
画と観光との関係は見られず，都市単位での分析に留ま
っている．そこで本研究では，観光関連達成目標に着目
し，現状分析と成否要因をフォローアップに基づいた事
業の達成状況により明らかにする． 
 歴まち法の研究については，阿部らが歴まち法の計画
認定都市の現状と特徴を整理し，アンケート調査により
計画の取り組みの現状や課題を明らかにしている．さら
に，歴まち法の評価システムとして PDCA サイクルを取
り込み，計画進行管理のための評価指標として観光入込
客数や都市施設の整備面積・延長が対象となっている事
を明らかにした．しかし，実際の事業の報告(フォローア
ップ)に基づき進捗状況を分析した文献は少ない．本研究
では，歴まち法計画認定都市において観光資源の活用・
保全に着目し，認定都市の特徴を改めて整理し，事業の
内容及びフォローアップによる達成状況を把握する． 
３． 研究の構成と手法 
 本研究の研究構成を図 1 に整理した．まず初めに，WTO
の持続可能性指標について評価方法及び指標の特徴を把
握した上で，本研究の位置づけを行う．さらに優先的課
題及び指標を選択・開発し，持続可能性指標の収集を行
う(4 章)．次に，指標の分析として我が国の観光統計の整
理・調査を行い，観光統計を有する対象地域(観光地)の選
定を行う(5 章)．データの収集後，本研究で扱う持続可能
性指標のリストを作成し，算出方法やデータの特徴につ
いて述べる(6 章)．持続可能性指標により，観光地及び周
辺空間において経済・社会・環境・管理的側面等から持
続可能性の評価を行う(7 章)．最後に，まちづくり施策と
観光資源の連携として中活法，歴まち法に基づく計画認
定都市について達成目標や事業と，7 章の結果と関連した
分析を行う，(8 章)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４． WTO 持続可能性指標の分析と評価の位置づけ 
（１）WTO 指標の概要 
2004年にWTOから出版された資料 1)に記載されている
課題及び指標の構造を把握するとともに，詳細な内容を
把握する．指標の基本構造を図 2 に示す．WTO は社会・
経済・環境・管理の 4 つの基軸により全ての指標が位置
づけられている．次に，これらの基軸から 13 の大分類の
課題があり，そこから 42 の課題，228 の構成要素，748
の指標という体系となっている．すべての指標を用いる
のではなく，課題の中から独自に選択し，選択肢を残そ
うと意図したものであると WTO の資料に記載されてい
る．すなわち，持続可能性評価においては評価する側が
課題や指標を選択，参考にするための資料であり，実際
の評価方法やデータについてはほとんど言及がなく，評
価の自由度が高い事が特徴である．従って評価の際には，
観光統計の現状課題整理・
分析と対象地域の選定
中心市街地活性
化基本計画
歴史まちづくり
法に基づく計画
The indicators for 
sustainability by
WTO(World Tourism 
Organization),2004
“観光地の持続可能
性評価(7章)”
経済的
側面
既存観光統計の整理・分析
民間観光統計
都道府県
観光統計
観光地評価のための観光
統計の調査・活用(5章)
“施策面からみた観光資
源の活用・保全(8章)“
持続可能性指標の特
徴と指標分析
本研究の優先的課題
と課題の位置付け
指標の検討及びデー
タ収集・分析(6章)
環境的
側面
管理的
側面
社会的
側面
課題及び指標の
選択・開発
認定都市、達成
目標or事業分析
観光地
周辺空間
WTO（世界観光機関）の持続可能性
評価把握と本研究の位置づけ(4章)
まちづくり施策と
観光資源の連携
図 1 研究構成図 
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まず評価者が基軸及び課題を選択し，それらに対応した
細分化された課題，構成要素及び指標を選択する事が可
能となっている．また，必要に応じて資料に記載されて
いない課題や指標等を独自に設定・開発し，評価に加え
る事も可能である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）本研究の課題と指標の選択・開発及び位置づけ 
 (1)で述べた課題について，我が国固有の課題を考慮し
たうえで，総合的に課題を選択・開発する．我が国の観
光に関する現況及び課題は，旅行産業による経済効果が
減少する恐れがある点である．具体的には，近年国内宿
泊旅行者が減少しており，旅行産業が衰退する恐れがあ
る(2)．同時に我が国は人口減少社会を迎えており，今後の
観光客数の増加は，外国人観光客の増加か，あるいは国
民の旅行・余暇に対する意識の変化等が起こらない限り，
今後も減少は続いていくと考えられる．これらの現状を
モニタリングするためには，観光地の経済的利益の把握
が必要である．特に観光産業では，季節，月により観光
客の変動が大きく，これらの実態も把握する必要がある． 
一方まちづくりの分野では，多くの課題が存在するが，
地方都市では中心市街地の疲弊，就業者の減少等，都市
の経済的持続可能性が挙げられる．地域住民の人口及び
雇用の動態は，さらに，施設の利便性として交通施設や
買物施設等の生活に必要な施設のアクセシビリティは，
地域住民のみでなく，旅行者にとっても重要な問題だと
考えられる． これらの問題は，社会・経済的観点から持
続可能な観光に影響すると考えられる． 
上記の課題を踏まえ，WTO 指標と本研究の関係性と本
研究独自に作成した課題を表 1 に示す．○印は本研究の
課題から重要と判断した WTO の課題である．社会 
的側面では，重要な資産への地元住民のアクセス，建
造物遺産の保存，アクセスを選択した．経済的側面では，
ツーリズムの季節変動，雇用，地域社会及び目的地の経
済的利益，ツーリズム・ビジネスの競争力を選択した．
また環境的側面から観光設備及びインフラの視覚的影響
を，管理的側面として開発規制を，最後に本研究の課題
より新たに地域社会の人口特性と賑わいを設定した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５． 観光統計の整理とデータの収集 
（１）観光地単位の統計整理 
1．で述べた通り，持続可能性指標のデータ収集におい
ては，入込客数や宿泊率等の観光統計が必要であると考
えられる．味水ら 3) (4)は，我が国の観光統計を集計単位，
統計の種類別に整理している．味水らの分析を参考にし
て，観光地単位での観光統計を整理したものを表 2 に示
す． 
観光地単位の観光統計は，JTB 等 7)が発行している宿泊
白書，JTBF8)(日本交通公社)が発行している観光地動向調
査，民間の観光事業者の業績や実績及び財務のデータ及
び都道府県別政策評価シートが存在する．JTB 及び JTBF
のデータについては，味水らは統計項目等の具体的な把
握は行っておらず，詳細に調査する必要がある．  
民間の観光事業者の実績及び財務のデータでは，他の
データと比べて入手経路が異なり，また各民間観光事業
者で所有しているデータや集計方法に差異が生じる恐れ
がある．また，都道府県別政策評価シートでは，表 2 の
通り観光地政策における投資額等は把握できるものの，
観光客の動態や経済・市場規模のデータは収集できない． 
一方，都道府県別の観光統計調査では，自治体により
集計単位や統計項目が異なり，詳細な調査が必要である． 
  
表 2 観光地単位での我が国の観光統計 
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32 6 6 8 23
86 11 27 24 101
33
153
6       21       22
13      36       57
13      33       23       2
36      125      73     6
基軸
(4)
課題
大分類
(13)
課題
(42)
構成
要素
(228)
指標
(748)
12のBaseline課題と29のBaseline指標
図 2 WTOの課題と指標の構造 
課題
優先
課題 課題
優先
課題
観光に対する地元の満足度 ツーリズムの季節変動* ○
観光の地域への効果* リーケージ(leakage)問題
重要な資産への地元住民の
アクセス
○ 雇用 ○
ジェンダーの公平さ
自然保護への貢献としてのツー
リズム
セックス・ツーリズム
地域社会(コミュニティ)及び目的
地の経済的利益*
○
ツーリズムと貧困削減
建造物遺産の保存 ○ ツーリズム・ビジネスの競争力 ○
地域社会の関与と意識 ○
ツーリストの満足の維持* ○
アクセス ○
○
健康
伝染病の発生及び病気の国
際
感染への適切な処理
ツーリストの安全
地域の公共安全
環境的側面
3.5健康と安全
ツーリズムの経済的利益の獲得
社
会
的
側
面
経
済
的
側
面
管理的側面
ホスト地域の良好な状態
文化的財産の維持
地域社会のツーリズムへの参加
ツーリストの満足
観光設備及びインフラの視覚的影響
開発規制*
本研究の方針による課題作成
地域社会の人口特性と賑わい
表 1 WTOの課題の選択と開発の整理表(3) 
＊：ベースライン指標課題 ○:本研究より重要と判断した課題 
観光客の動態 経済・市場環境 観光民間投資 観光公共投資
観光入込客数、
発生集中量、宿
泊数等
消費額、観光施
設、観光資源数、
季節性等
観光関連投資額・
水準、インフラ投
資額・水準　等
設備投資額、・水
準、観光業のマー
ケティング戦略
観光事業者業
績・事業データ
(民間観光事業
者）
観光事業者財務
データ
(民間観光事業者)
都道府県別観光関連調査における統計(5)
観光特性
宿泊白書①
（JTB、ツーリズムマーケティング研究所)
都道府県別政策
評価シート(各都
道府県)
観光地動向調査①
（JTBF)
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 （２）JTB 及び JTBF の観光統計調査 
JTB宿泊白書及び JTBF旅行者動向調査の概要を表 3に
示す．JTBF の調査では全国 16 歳以上の個人を対象とし
て，2010 年からインターネット調査を行っている．サン
プル数は 1．4 万人，観光地のサンプルは 45 地点である．
収録内容は行ってみたい旅行先，来訪経験など旅行者の
観光地に対する意識や経験を調査している． 
 一方 JTB の調査では，JTB グループが契約しているホ
テル，旅館及び公的宿泊施設，旅館，民宿などを販売し
た際の旅券データに基づきデータを収集している．その
ためサンプル数は 2099 万人となっている(6)．統計内容と
しては旅行者の出発地から宿泊地の区分と旅行形態別の
観光消費額を調査している． 
 両統計は観光地点別での統計は存在するものの，観光
入込客や季節変動等の統計は存在せず，これらの統計の
みでは本研究で必要となるデータに不足が生じるため，
他の観光統計を調査する必要がある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）都道府県データの収集・分析と対象地域の選定 
次に，都道府県別のデータの収集と分析を行う．本研
究では平成 23年に発行された都道府県の観光関連調査資
料に記載されている観光地単位の資料から統計項目を調
査した．調査した結果を表 4 に示す．統計項目は，日本
観光振興協会 9)の調査項目を参考に調査を行った．入込客
数は 31，月別では 13，と入込客と月別入込客では統計項
目に差が生じていた．また日帰り・宿泊別，県内・外，
観光消費額は長野県のみ存在していた．表 5 に長野県に
おける観光統計と観光地選定の概要を示す．観光庁統一
基準を設けており，平成 22 年 4 月から導入している．統
計項目では表 4 の統計に加え，入込客及び月別入込客の
データも存在している．従って，観光地単位の民間及び
都道府県の観光統計を調査・分析した上で，本研究では
長野県の観光統計を採用し持続可能性指標として用いる
事とする．対象観光地の位置情報は長野県の公式ウェブ
サイトである「さわやか信州旅．net」で 266 地点特定で
きる．しかし 266 地点の中には都心部にあるものと農村
や山岳地帯等に位置する観光地が混在しており、観光地
の社会・環境条件やインフラの整備等が異なるため同一
基準での比較が難しいと考えられる．そこで本研究は都
市計画区域内に属する 114 地点を対象観光地とした．  
             
６． 持続可能性指標リストの作成と概要 
（１）持続可能性指標リストの概要 
本研究でデータ収集・算出を行った持続可能性指標の
リストを表 6 に示す．合計で 35 指標を選定し，データの
収集・作成を行った．表 6 は左から，基軸，課題，評価
指標，指標の単位，算出方法，データ出典及び備考，最
後に各指標と関係するWTO資料 1)の課題を併記している．
本研究では観光地と周辺空間を含めて観光地と捉え，観
光地から半径 500m を観光地周辺空間と定義し，指標の算
出を行っている．そのため 3 次及び 4 次メッシュの集計
単位の統計では面積按分を用いて観光地周辺空間の数値
として算出を行った． 
次に，表 6 に示す指標略称を用いて各指標の説明を行
う．Pop 指標については，国勢調査の平成 17 年・18 年の
リンク統計メッシュを用いる．P_Acc，L_Acc，T_Acc 指
標については各観光地から最寄りの施設までの徒歩での
所要時間が最小になるような経路を解析し時間を求めた．
歩行速度は 4.8km/h，また地形の起伏による登り坂・下り
坂による所要時間の増減を考慮するため，10m メッシュ
標高から標高値を取得して計算した．またバス停の運行
本数は，平日と休日の平均の 1日の運行本数を算出した．
Ecn 指標については計算方法が他指標と比べ複雑であり，
表の該当スペースでは説明が不足するため次節において
詳説する．Hot 指標については，対象観光地空間内の宿泊
容量メッシュを面積按分して算出した Sea 指標について
は，長野県の観光統計を用いて月別の観光客数により
Lundtorpが考案した式 11)を参考にして算出を行った．Emp
指標については平成 17 年の小地域集計を用いて 3 次メッ
シュ内に含まれる小地域を面積按分法により合算した． 
Inf 指標についてはゼンリンの道路・建物データを用い
調査名
調査対象
2009年以前
郵送で調査票を送
付・回収
2010年
インターネット調
査
サンプル数
統計項目
(観光地単位
のみ)
観光地のサ
ンプル数
1.4万人 2099万人
行ってみたい旅行先、旅行先に
来訪経験、来訪意向
旅行者の出発地から宿泊地の区分(北海
道、東北、関東、北陸・甲信越、東海・
中京、近畿、中国・四国、九州・沖縄)、
旅行形態別(人数区分)の観光消費額
調査者側であらかじめ全国から45地
点を選定
203
JTBF旅行者動向調査(平成23年) JTB宿泊白書(平成22年）
全国16歳以上の個人
JTBグループが契約しているホテル、旅
館及び公的宿泊施設、民宿等
調査方法
JTBが2009年4月から2010年3月まで
に販売した宿泊券のデータを集計
表 3 JTB及び JTBFの観光統計概要 
個数 割合
31/47(都道府県) 66.0%
13/47(都道府県) 27.7%
- -
- -
目的別
交通機関別
観光消費額 長野県のみ
月別入込客(四半期・四季別含む) 長野県のみ
日帰り・宿泊別 長野県のみ
県内・外 長野県のみ
月別入込客
指標
観光地点
入込客
項目 長野県の状況
調査基準 観光庁統一基準(7)
統一基準導入時期 平成22年4月
統計項目(観光地のみ)
入込客数,月別入込客数,県内・外
,日帰り・宿泊,観光消費額
観光地の定義10)
① 非日常利用が多いと判断される地点。
② 観光入込客数が適切に把握できる地点
③ 前年の観光入込客数が年間1万人以上
or前年の特定月の観光入込客数が5千人以上
対象の観光地選定と
サンプル数
長野県公式ウェブサイトである「さわやか信州
旅.net」に記載されている位置情報で特定可能であっ
た266地点のうち、都市計画区域に属する114地点
表 4 47都道府県の観光地点単位の観光統計調査 
表 5 長野県における観光統計と観光地選定の概要 
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て平均勾配・平均高さを算出した．平均勾配とは対象地
域メッシュに含まれる各リンクの勾配値平均である．Lan
指標については土地利用規制として都市の開発規制とし
て都市地域の区分を，自然環境地域への開発規制として
森林地域・鳥獣保護地区・自然保全地域・自然公園地域
の指定有無を用いた． 
 
（２）Ecn 指標の算出方法について 
持続可能性指標の経済的波及効果である Ecn 指標の具
体的な算出方法について述べる．本分析では長野県の平
成 17 年の 34 部門別産業連関表より各観光地の観光消費
額から経済波及効果等の算出を行う．具体的な算出方法
のフローを図 3，フローチャートにおける留意点と使用デ
ータに関する整理表を表 7 に示す．経済波及効果は，直
接効果，1 次・2 次生産誘発効果に分けて算出される．ま
ず初めに，各観光地の日帰り・宿泊別の観光消費額を算
出する．長野県の観光地別の統計では，観光消費額の日
帰り・宿泊の内訳が存在しないため，長野県の日帰り，
宿泊別の観光消費額の平均値を用いて観光消費額を推計
する(9)．長野県では，一人一日当たりの観光消費額の平均
を，日帰り客で 2,598 円，宿泊客で 5,796 円と算出してお
り，日帰り・宿泊客数にそれぞれ乗じ，合計する事によ
り観光消費額を算出した．また各部門に観光消費額を配
分するため，国土交通省が調査した全体性構成比 12)を用
いた．次に，購入者価格(観光消費額)から部門別の需要額
(生産者価格)にするため，商業マージン及び運輸マージン
を用いた．また，2 次波及効果の算出の際は消費性向を用
いて 1 次波及効果で創出された雇用者の所得額から 2 次
間接効果を算出する．2 次間接効果については，創出雇用
者数などを推計に基づき計算する関係で実際の効果とは
乖離する場合が考えられるため，留意が必要である． 
 
 
表 6 持続可能性指標のリストと算出方法・出典，WTOとの関係(8) 
基軸 課題
指標
略称
評価指標 単位 算出方法
データ出典
（原典資料）
備考
WTO指標
との関係
Pop-1 夜間人口密度 人/km2
Pop-2 昼間人口密度 人/km2
Pop-3 世帯数密度 人/km2
Pop-4 昼夜間人口比率 %
Pop-5 65歳以上人口割合 %
P_Acc-1
最寄りの警察署までの所要時
間
分
国土地理院平成18年数値情報
25000
※1
(各都道府県警提供資料）
P_Acc-2
最寄りの消防署までの所要時
間
分
国土地理院平成18年数値情報
25000
※1
(消防庁提供資料・各都道府県
消防機関提供資料）
P_Acc-3
最寄りの医療機関までの所要
時間
分
株式会社ナビット作成の医療
データベース,都道府県公開医
療機関※1
L_Acc-1 最寄小売施設への所要時間※2 分
L_Acc-2 最寄宿泊施設への所要時間 分
L_Acc-3 最寄飲食施設への所要時間 分
T_Acc-1 最寄駅への所要時間 分 ゼンリンZ-mapⅡ(平成20年)
T_Acc-2 最寄のバス停への所要時間 分
T_Acc-3
最寄りバス停の運行本数
(平日と休日の平均値）
本/日
最寄りのバス停の運行本数を、右記の
データから調査し、バス停データに付与
Ecn-1 観光消費額 百万円
Ecn-2 直接波及効果 億円
Ecn-3 １次・２次波及効果 億円
Ecn-4 創出される雇用者数 人
Hoｔ-1 総収容人数 人
Pop1-5指標と同様の計算方法
(使用データは3次メッシュ)
Hoｔ-2 ホテル稼働率 %
Ret-1 観光関連小売業の年間販売額※2 百万円 対象地域メッシュ属性情報を付与
Ret-2 観光関連小売業の売場効率 万円/m2
Sea-1 季節変動係数 ―
Lund trop (2001)*が考案、
１に近いほど季節変動が
少なく、1/12に近づくほど
大きい
Sea-2
年間観光客に対するピーク季節
観光客の割合
%
Sea-3
年間観光客に対するオフピーク
季節観光客の割合
%
Emp-1 飲食・小売・卸・宿泊従業者数 人
Emp-2
全従業者数に対するEmp-1の
割合
%
Inf-1 平均道路勾配 ％
対象地域メッシュ内に含まれる各道路
の平均勾配
Acc指標で用いた道路,地形
データを使用
Inf-2 建物高さの分散 ―
Inf-3 建物の最大高さ-最小高さ m
Lan-1 都市地域の区分※1 ―
都市計画区域内外及び市街化(調整)区
域及びその他用途地域の区分
地方自治体の都市計画総括図
Lan-2 森林地域の指定有無※1 ―
Lan-3 鳥獣保護地区の指定有無※1 ―
Lan-4 自然保全地域の指定有無※1 ―
Lan-5 自然公園地域の指定有無※1 ―
管
理
的
側
面
土地利用規
制
3.2.1建造物
遺産の保存
3.11.2開発規
制
観光地と対象規制地域を重ね合わせ
し、指定の有無を確認
土地利用基本計画図及び土地
利用基本計画の変更等に係る
都道府県から提出された資料
環
境
的
側
面
観光設備及
びインフラ
の視覚的影
響
3.9.5観光設
備及びインフ
ラの視覚的
影響
対象地域メッシュ内に含まれる各建物
の高さ情報により集計
建物データ:ゼンリンZmapAREA
Ⅱ
3.6.1ツーリズ
ムの季節変
動
四季別に観光客数を集計し、(オフ)ピー
ク季節の観光客数の割合を算出
四季別:春季:4月‐6月,夏
季:7月‐9月,秋期:10月-12
月,冬季:1月-3月
観光関連事
業者
対象地域メッシュ内に含まれる小地域
の当該指標を面積按分により算出
平成17年国勢調査,小地域集計 3.6.3雇用
3.6.5地域社
会の経済的
利益
3.6.7ツーリズ
ム・ビジネス
の競争力
宿泊容量と
稼働率
平成22年次の宿泊施設データ
（株式会社旅行出版社）、観光
協会・連盟等、各宿泊施設のイ
ンターネット情報、数値地図
25000（地図画像）※1
稼働率については、対象
地域メッシュ内に含まれる
宿泊施設のみを抽出した
ため、当該メッシュ周辺の
宿泊施設は考慮されない
小売業
経済産業省,平成19年商業統計
メッシュデータ
社
会
的
側
面
地域住民の
人口動態
対象観光地の周辺500m(以下:周辺空
間)に該当する4次メッシュ(500m×
500m)を面積按分して周辺空間の属性
情報として使用
平成17年国勢調査,平成18年事
業所・企業統計のリンク統計
メッシュ
経
済
的
側
面
観光消費に
伴う経済波
及効果 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※具体的な算出方法については,6.(2)において詳述
季節変動性
平成２２年長野県観光地利用者
統計調査結果
本研究独自
作成の政策
課題
公共公益利
便性
観光地から最寄りの当該施設までの所
要時間が最短となるような経路を検索
し、算出。
所要時間については、道路の地形も考
慮し、道路勾配に応じた歩行速度の修
正を行った。
道路データについては歩行者通行でき
る道路のみを使用した.
道路データ:ゼンリンZmap-
AREAⅡ(2008年)
地形データ:国土地理院,数
値標高モデル(10mメッ
シュ)
歩行速度:4.8km/h(不動産
の表示に関する公正競争
規約第15条第11号)
※1:データは国土交通省
提供の国土数値情報から
入手
※2:国土交通省の調査研
究である観光消費額の業
種別内訳から業種を抽出
3.1.3重要な
資産へのア
クセス
3.4.2アクセス
生活利便性
iタウンページに記載されている
2013年1月30日時点の該当
データ
交通利便性
昭文社,MAPPLEデジタル地図
データ,バス事業者,自治体及び
バス協会資料※1
  
  
    
    
  季節変動係数　    月あたり平均観光客数　
     ピーク月の観光客数
     
     の  の売場面積    
     
対象地域メッシュ内
観光地の宿泊客数
 
 
  
    )
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７． 持続可能性指標による持続可能性評価 
 （１）評価方法と各指標の重みづけ基準 
6 章で示した持続可能性指標を用いて，持続可能性評
価を行う．評価方法は各指標に重みづけし，5 段階評価で
行うものとする．各指標の重みづけ基準を整理したもの
を表 8に示す．Pop-1から Inf-3までは数量データのため，
A 基準及び B 基準を設け評価を行う．また，各指標の性
質を考慮し A，B の区別を行った．A，B 基準ともに各指
標値を標準化し，各指標の単位や数値の大小の違いを排
除した．σは標準化後の標準偏差である．重みづけの閾
値については 5 段階の得点配分が偏らないように，また
各指標間の平均値等にばらつきが出ないように配慮した． 
Lan 指標についてはカテゴリーデータのため数量デー
タの得点配分，平均値等を考慮して重みづけを行った． 
 
（２）持続可能性評価の結果 
a)総合得点の結果 
持続可能性評価結果の概要を図 4 に示す．総合得点の
平均値は 3.01 となった．総合得点のヒストグラムは，2.5
から 3.0 点台が多く 34 地点，次に 3.0 から 3.5 点台が 28
地点である．また，4 点以上は 5 地点であった．総合得点
の上位は善光寺(4.31)，上山田温泉(4.20)等である．下位の
点数は入笠山(1.94)，小渋峡(2.03)等である．最高点数と最
低点数の周辺環境を分析するために，2 地点の周辺地図を
示す．また表 6 の P，L，T_Acc 指標との関係を見出すた
めに徒歩到達圏と駅・警察署・医療機関・消防署及び施
設をプロットした．善光寺は，5 分及び 10 分圏内で多く
の施設にアクセス可能である．一方，入笠山は到達徒歩
圏が狭く，周辺施設も存在しない． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b)基軸・項目別・観光地タイプ別の結果 
次に，基軸・指標別・観光地タイプ別の結果を図 5 に
示す．表 6 の各指標を 4 基軸ごとに平均値を取ったもの，
Pop 指標から Lan 指標までの各指標の平均値をとった計
11 項目より評価を行う．観光地タイプについては，観光
庁が定めた区分 10)に従って観光地を分類した．側面別で
は，社会的側面で歴史・文化が最も高い．また，環境的
側面では自然が最も高い結果となった．経済的側面では，
温泉・健康が最も高い結果となった．11 項目では，歴史・
文化が P，L，T_Acc 指標のいずれも最も高い結果となっ
A基準 B基準 得点
-1/2σ +1/2σ 1
-1/4σ +1/4σ 2
3
+1/4σ -1/4σ 4
+1/2σ -1/2σ 5
A基準
Pop-1～4, T_Acc-3, Ecn-1～4,
Hot-1～2, Ret-1～2, Sea-1,
Sea-3, Emp-1～2
B基準
Pop-5, P_Acc-1～3, L_Acc1～3,
T_Acc-1～2, Sea-2, Inf-1～3
Lan-1 Lan-2 Lan-3 Lan-4 Lan-5 得点
1
都市計画区域 2
市街化区域 3
市街化調整区域 4
用途地域内 5
指定なし
指定あり
表 8 指標の重みづけ基準 
34部門別
需要額
全体構成比率※2
(日帰り・宿泊別）
自給率
観光消費額※1
(日帰り)
観光消費額※1
(宿泊)
購入者
価格
商業・運輸マージ
ン調整※3
1次生産誘
発効果(直接
+間接)
逆行列係数
消費
性向※4
消費誘発額
部門別
消費誘発額
民間支出消費
パターン
2次間接効果
逆行列係数 自給率
県産品需要額
(直接効果)
項目 データ及び指標 データ出典 年度 備考
産業連関表 長野県　34部門別産業連関表 平成17年
逆係数行列・民間消費支出パターン等も
本表から算出している
※1
観光消費額
（日帰り・宿泊）
長野県
観光地利用者統計調査結果
平成22年
観光地別の日帰り・宿泊客数を、長野県
の日帰り・宿泊客の平均観光消費額単価
にそれぞれ乗じる事により算出する
※2
全体構成比率
（日帰り・宿泊）
国土交通省
観光産業の経済効果に関する
調査研究Ⅸ
平成21年
観光消費額の内訳(割合)を示す。長野県
では算出されていないため、観光消費総
額から比率計算する事により、各該当部
門の購入者価格に変換する
※3
商業・運輸マージ
ン調整
総務省
産業連関表
参考表　生産者価格表
平成12年
長野県ではデータが存在しないため、全
国集計の産業連関表におけるマージン率
を用いた
※4 消費性向
総務省
全国家計調査
平成17年
消費支出を可処分所得で除する事により
算出する。ここでは長野県の値を用いる
表 7 図 3の算出に伴う留意点 
図 3 Ecn指標算出のフローチャート 
点数 総合得点上位5位 点数 総合得点下位5位
4.31 善光寺(長野市) 1.94 入笠山(伊那市)
4.20 上山田温泉(千曲市) 2.03 小渋峡(中川村)
4.11
軽井沢高原(軽井沢町)
2.06 陣馬形山(中川村)
4.06
上諏訪温泉・諏訪湖(諏訪市)
戸倉温泉(千曲市)
2.08 大峰高原(池田町)
3.97 新戸倉温泉(千曲市) 2.11 高社山(中野市)
平均値 3.01
25
34
28
23
5
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10
20
30
40
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総合得点のヒストグラム
500m 
図 4 総合得点の結果概要 
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た．また，Sea 及び Hot 指標では温泉・健康が最も高く 4
点であった．自然では Inf 指標が最も高い結果となった．
また，Ecn，Emp 及び Lan 指標では 3 タイプともに平均値
に近い値であった． 
 
８． 中活法と歴まち法認定計画の観光資源の活
用・保全に関する分析 
（１）中活法認定計画 
中活法に認定された都市の指標及び事業から，観光資
源に関連したものを抽出する．対象都市は，観光地の持
続可能性に繋がる知見を得るため長野県内の認定都市と
した．各都市の達成目標の一部を整理したものを表 9 に
示す．長野市の善光寺の仁王門前の歩行車・自転車通行
量(以下:善光寺通行量)，上田市の上田城跡公園周辺施設
利用者数が観光資源に関連していると示唆される(10)．上
田市は最新値が存在しないため，本研究では長野市の善
光寺通行量指標を対象として分析を行う 13)．本指標の達
成状況と全国の平均値を表 10 に示す．表中の諸指標につ
いては，伊藤ら 5)の指標を参考に作成した．基準値は平成
18 年の 8,522 人に対して，最新値は 10,310 人である．設
定水準は 1.17 とほぼ同等であるが，指標改善効果につい
ては 1.21 と平均値を上回っている事が明らかとなった． 
次に，善光寺の持続可能性評価結果と善光寺通行量指
標に対する主な事業を図 6 に示す．また，持続可能性指
標に関係する(寄与する)事業を線で関係づけた．善光寺は
P，L 及び T_Acc 指標で満点であるものの，Lan，Inf 指標
では低い傾向にある．善光寺周辺地区街なみ環境整備事
業では，善光寺周辺の道路を整備，住宅等の修景を行っ
ており，Inf 指標と関係があると示唆される．観光事業者
育成塾事業では観光関連商店主に講習会を開いている．
最後にぱてぃお大門運営事業では，商業施設の運営や飲
食店での名物メニューを提供しており，Ret 指標に関係性
があると示唆される． 
 
 
 
 
 
 
  
（２）歴まち法認定計画 
次に，歴まち法に認定された都市の事業及びから，観
光資源に関連したもの抽出する．対象地域は(1)と同様に
長野県内の認定都市とした．各都市の計画書から作成し
た各都市の概要を表 11 に示す．歴まち法では，計画上重
要と考えられる区域を重点区域として設定している．ま
た，政策評価とは PDCA サイクルに基づく進捗状況の評
価である．都市の成り立ちが下諏訪町では門前町・宿場
町，松本市では城下町，東御市では宿場町である．政策
評価が行われている市町は下諏訪町のみであり，進捗状
況を把握するため，当町を対象地域とした． 
次に，諏訪大社の持続可能性評価結果と政策評価シー
ト 14)に基づく諏訪大社に対する事業の進捗状況を示した
ものを図 7 に示す．事業については，諏訪大社周辺文化
財の修景や周辺の道路美装化事業等の設備及びインフラ
に関する事業が多い．また諏訪大社のみならず伏見屋等
の観光資源に案内設備を設けている事業も存在する．す
なわち Inf 指標に関係している事業であるがこれらの整
備により交流人口が増加すると示唆される．また，諏訪
大社の持続可能性指標は Inf，Emp 指標が 2 点，Sea 指標
が 1 点である．季節変動が大きい観光地では安定的な雇
用の創出が困難であり，Emp 及び Sea 指標を単独ではな
く一体的に改善するように歴まち法及びその他施策によ
る事業実施が有効だと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
都市名 指標名 単位 基準値 目標値
最新値
（フォロー
アップ値）
飯田市 中心市街地における歩行者・自転車通行 人/日 6,968 9,000 8,390
塩尻市 中心市街地内の歩行所通行量 人/日 4,926 5,560 4,919
長野市 善光寺仁王門前の歩行者・自転車通行量 人/日 8,552 10,000 10,310
中心市街地の歩行者交通量 人／日 22,404 24,257 -
中心市街地にある上田城跡公園周辺施設
利用者数
人／年 174,754 180,000 -
上田市
表 9 4都市における達成目標の一部(2013年 1月時点) 
基準値（A) 目標値(B) 最新値（C) 設定水準(B)/(A)
指標改善効果
（C)/(A)
8,552（H18年） 10,000(H23）10,310(H23) 1.17 1.21
1.18 0.999全国,全認定都市の通行量に関する指標の平均値
事業名 内容
善光寺周辺地区
街なみ環境整備
事業（長野市）
善光寺周辺の道
路・小路などの
整備及び住宅等
の集計
観光事業者育成
塾事業（財）長
野コンベンショ
ンビューロー
観光関連商店主
向けに接客方法
やCS意識向上
等を講習
商業施設の運営
他4事業が実施,合計7事業
ぱてぃお大門運
営事業（株）ま
ちづくり長野
飲食店での名物
メニューの提供
図 6 善光寺の事業と持続可能性指標の関係 
 
表 10善光寺通行量指標の達成状況の概要 
1
2
3
4
5
Pop
P_ACC
L_Acc
T_Acc
Ecn
HotRet
Sea
Emp
Inf
Lan
善光寺(長野市) 全観光地平均値
歴史・文化タイプ平均
1
2
3
4
5
Pop
P_ACC
L_Acc
T_Acc
Ecn
HotRet
Sea
Emp
Inf
Lan
善光寺(長野市) 全観光地平均値
歴史・文化タイプ平均4基軸別評価 11項目別評価
1
2
3
4
5
Pop
P_ACC
L_Acc
T_Acc
Ecn
HotRet
Sea
Emp
Inf
Laｎ
平均値 温泉・健康 自然 歴史・文化
1
2
3
4
5
社会
経済
環境
管理
図 5 指標別・観光地タイプ別の評価結果 
1
2
3
4
5
Pop
P_ACC
L_Acc
T_Acc
Ecn
Hott
E p
Inf
Lan
善光寺(長野市) 全観光地平均値
歴史・文化観光地平均値
事業 進捗状況
諏訪大社下社春
宮と秋宮の修復
事業
諏訪大社の国指定
重要文化財7棟を修
理
道路美装化事業
（諏訪大社下社
春宮周辺地区）
諏訪大社周辺の道
路355mを施工完了
しており,計画通り
進捗している
案内施設整備事
業（諏訪大社下
社周辺地区）
重点区域内にある
文化財を結ぶネッ
トワークを作成す
るため、伏見屋
邸、今井邦子文学
館等に案内施設を
設置
他8事業が実施,合計10事業
1
2
3
4
5
Pop
P_ACC
L_Acc
T_Acc
Ecn
HotRet
Sea
Emp
Inf
Lan
諏訪大社(下諏訪町) 全観光地平均値
歴史・文化タイプ平均
1
2
3
4
5
Pop
P_AC
L_Acc
T_Acc
Ecn
HotRet
Sea
Emp
Inf
Lan
諏訪大社(下諏訪町) 全観光地平均値
歴史・文化タイプ平均
1
2
3
4
5
Pop
P_ACC
L_Acc
T_Acc
Ecn
HotRet
Sea
Emp
Inf
Lan
諏訪大社(下諏訪町) 全観光地平均値
歴史・文化観光地平均値
図 7 諏訪大社の事業と持続可能性指標の関係 
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９． 結論 
持続可能性評価における課題の選定・開発では，我が
国の国内宿泊旅行者の減少及び人口減少の観点から課題
を選定・開発したが，本研究では社会・経済的な課題は
多く選定しているものの，環境及び管理的側面で 1 課題
ずつの選定に留まり，今後はこれらの側面から多くの課
題を選定・開発し，評価を行う必要がある． 
 観光地単位の観光統計の調査については，民間データ
では観光地や統計項目の特性等から，WTO 指標の観光関
係指標に対しては，限定的なデータであると考えられる．
また，都道府県調査の統計では長野県が観光地単位で多
くの統計項目を有している事が明らかになった．これら
の調査を踏まえて評価の対象地域を選定できた． 
持続可能性指標のリスト作成及び持続可能性評価では，
既存の観光統計資料及び政府統計，地形データ等を用い
て 11 項目の指標を作成し，評価を行った．最高得点は長
野市の善光寺であり，最低点は鹿原高原であった．また，
観光地タイプ，指標別では歴史・文化タイプは Acc 指標，
温泉タイプにおいては Sea 指標及び Hot 指標が最高点で
ある事が明らかとなった． 
まちづくり施策における観光資源の活用・保全に関し
ては中活法計画では長野市の善光寺を，歴まち法計画で
は下諏訪町の諏訪大社を対象として観光地単位で分析を
行った．諏訪大社では Inf 指標に関係した事業を行ってい
るが，Emp 及び Sea 指標はそれぞれ 2 点，1 点であり，こ
れらの評価結果を踏まえ，一体的に改善する必要がある． 
全体の結論としては，本研究では我が国の観光地に関
する課題を踏まえ，長野県の観光地を対象として持続可
能性評価を行い，定量的な評価は行えたものの，各指標
別の評価結果に関する詳細な分析や，同程度の得点を有
する観光地の比較研究など，詳細な分析が可能である．
さらに，中活・歴まち法計画では長野県のみを対象に行
ったが，両計画ともに全国で多くの計画・事業が策定さ
れており，今後も研究を継続する必要がある． 
 
謝辞：本論文の執筆にあたり， 指導教員の宮下清栄教授
には終始丁寧かつ有益な助言を頂いた．記してここに謝
意を表す． 
 
付録 
(1) ケーススタディは今までに 1996 年，2004 年の資料で紹介され
ており，合計 9 ヶ国で行われている．1996 年はカナダ，メキ
シコ，アルゼンチン，アメリカ等の南北大陸中心で行われた
が，2004 年ではハンガリー，クロアチア，スリランカ等東欧
及びアジア大陸においても持続可能性評価が行われた． 
(2) 日本旅行業協会によると，我が国の国内宿泊旅行者は 2003 年
の 3．2 億人以降，減少を続けており，2010 年では 3 億人を切
っている現状である． 
(3) ベースライン指標は WTO において専門家が推奨した指標に
付されるものである． 
(4) 本表の特徴としては，観光特性として，観光客の動態，経済・
市場環境，環境公共投資，観光民間投資の 4 項目，地域区別
として観光地別，都道府県別，地方別，全国の 4 単位のクロ
ス集計で整理されている．また，統計・調査名の末尾の数字
は調査実地間隔年を示す． 
(5) 都道府県の観光統計は 5 章で述べたように自治体により調査
方法・集計項目が異なっている．そのため，全ての都道府県
で観光地単位の観光統計を有しておらず，留意が必要である． 
(6) 観光庁は平成 22年から統一された調査方法及び調査項目を設
けており，多くの都道府県が平成 22 年 4 月から本調査を導入
している．これまで単純比較が困難であったが，本基準導入
により多くの比較分析が行える． 
(7) サンプル数は，JTB が販売した合計延べ宿泊客数である．統
計データとしては 488 地域の観光地分存在するが，資料に掲
載されているのは年間 2 万人以上の宿泊者数が存在する観光
地のみである． 
(8) 指標略称は以下の通り．Pop: Population， P_Acc: Public Access， 
L_Acc: Life Access， T_Acc: Transportation  Access， Ecn: 
Economic effect， Hot: Hotel business， Ret: Retail， Sea: 
Seasonality， Emp: Employee， Inf: Infrastructure， Lan: Land use 
(9) 推計に当たっては精度の確認のために実際に調査された観光
消費額と日帰り・宿泊客別の観光消費額の平均値より推計し
た観光消費額を相関分析したところ，相関係数が 0.8803 と高
い結果が得られため推計による観光消費額を計算に用いた． 
(10) 他都市の通行量に関する指標も中活計画書より測定点の確認
を行ったが駅前や大規模商業施設付近等で測定しているため，
本研究の分析対象から除外した． 
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市町名 認定日
人口
(人)
都市の
成り立ち
重点区域
名称
面積
(ha）
重点区域
内文化財
政策評
価
下諏訪町 2009.3 22,314
門前町・
宿場町
下諏訪門
前地区
63 30 ○
松本市 2011.6 198,327 城下町
松本城下
町区域
200 291 －
東御市 2012.6 30,696 宿場町 海野区域 60 71 －
表 11 歴まち法認定都市の概要 
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